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第２０次経営計画

「 Evolution and Creation to the Future 」
～創業１００年の歴史と精神を礎に、未来に

むけたビジネスモデルの進化と創造 ～

平成２８年４月～平成３１年３月
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第２０次経営計画の位置づけ

当行の経営計画

トモニホールディングスの経営計画

第１８次長期経営計画
『”とくぎん” for All．』

Ｈ23/4～Ｈ25/3

第１９次長期経営計画
『Ｃｈａｌｌｅｎｇｅ』
Ｈ25/4～Ｈ28/3

平成２２年４月１日
香川銀行と経営統合

トモニホールディングス設立

•当行では、これまで２～３年間を計画期間とする長期経営計画を策定し、目指すべき姿の実現に向けた基本戦略に基づき、
年度経営方針に基づき具体的施策を実施してきた。

•「第１７次長期経営計画」では、香川銀行との経営統合を実現するため、統合前後の２年間を計画期間とし、「第１８次長期営
計画」では、平成２５年３月までの２年間で統合効果をより具体的に実現し、第１９次長期経営計画では、地域とともに、お客さ
まとともに成長していくための戦略・施策を実施してきた。

•第２０次経営計画では、トモニＨＤの経営計画に合わせ３年間の経営計画とし、創業１００周年（平成３０年３月）を迎え、未来
への更なる成長を実現する計画とする。当行の歴史を再認識し、「奉仕する銀行」、「創造する銀行」、「錬成する銀行」の経営
理念を礎に、地域やお客さま第一に考動する当行のビジネスモデルを進化させるとともに、環境の変化、お客さまのニーズ、
地域からの期待に迅速かつ適切に対応する新たなビジネスモデルを創造する。

平成３０年３月３日
創業１００周年

第３次経営計画
『成長する広域金融グループ』

Ｈ28/4～Ｈ31/3

第２０次経営計画
『Evolution and Creation to the Future』

Ｈ28/4～Ｈ31/3

第２次経営計画
『存在感のある金融グループ』

Ｈ25/4～Ｈ28/3

第１次長営計画
『信頼される金融グループ』

Ｈ22/4～Ｈ25/3

第１７次長期経営計画
『To Go For The Future.』

Ｈ21/4～Ｈ23/3

平成２８年４月１日
大正銀行と経営統合
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第２０次経営計画 概要

期 間 ： 平成２８年４月～平成３１年３月

テーマ ： 「 Evolution and Creation to the Future 」

～創業１００年の歴史と精神を礎に、未来にむけたビジネスモデルの進化と創造 ～

※当行は地域、お客さま、株主、役職員などあらゆるステークホルダーに支えられ、平成３０年３月に創業１００周年を

迎える。幾多の困難を乗り越えて成長・発展してきた当行の歴史を再認識するとともに、今後も経営理念である「奉仕

する銀行」、「創造する銀行」、「錬成する銀行」を礎に、環境の変化、お客さまのニーズ、地域からの期待に迅速かつ

適切に対応し、当行ビジネスモデルの進化と創造により、地域やお客さまとともに成長を続ける。

目指すべき姿

ビジネスモデルの進化と創造により、地域やお客さまとともに成長し続ける銀行

基本戦略
１．収益力の強化
２．グループシナジー実現による営業基盤の拡大
３．法人取引基盤の拡大
４．個人取引基盤の拡大
５．お客さまの期待を超えるサービスの提供
６．経営管理態勢等の高度化・強化
７．組織の強化・活性化に向けた人事戦略
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基本戦略１ 収益力の強化

（１）『攻め』の営業による貸出金1兆円の達成
①営業地域別の営業戦略の実践
②ｸﾞﾙｰﾌﾟ体制、店舗内店舗の計画的な拡大による営業人員の確保
③事業特性等に応じた提案型営業の実践

（２）営業態勢の更なる強化
①業務効率化・本部集中化による、営業店の「事務」から「営業」への考動変革
②新規開拓と既存深耕の担当分離、新規開拓専担者の増員
③渉外活動の高度化による法人（預金・貸出）・個人（経営者・従業員）一体での取引深耕
④経営・本部・営業店一体（ｵｰﾙとくぎん）による営業推進態勢
⑤本部組織再編による営業支援態勢・顧客支援態勢の強化
⑥営業本部と審査本部の連携・情報共有による推進活動

（３）資金利益の拡大
①金利競争に依存しないﾘﾚｰｼｮﾝ融資の推進
②個社別収益管理の徹底（ﾌﾟﾗｲｼﾝｸﾞ、総合取引採算の改善、管理対象先の明確化）
③ﾄﾓﾆｸﾞﾙｰﾌﾟのﾉｳﾊｳの共有・活用による融資推進（不動産・住宅）
④適正な信用ﾘｽｸ管理による利鞘確保
⑤金融政策、金融市場、営業戦略等に応じた預金金利の設定

実施項目・実施施策
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基本戦略１ 収益力の強化

（４）非金利収入の拡大
①ﾌﾟﾗｲﾍﾞｰﾄﾊﾞﾝｷﾝｸﾞ室を中心とする預かり資産販売態勢の強化
②ｲﾝｽﾄｱﾌﾞﾗﾝﾁを含む店頭営業の強化
③新たなｻｰﾋﾞｽ等によるﾌｨｰﾋﾞｼﾞﾈｽの開発
④手数料体系の見直し

（５）有価証券運用力の強化
①有価証券の運用力【ﾌﾛﾝﾄ】の強化
②有価証券の管理力【ﾐﾄﾞﾙ・ﾊﾞｯｸ】の強化
③ALM機能強化による収益の拡大

（６）徹底した業務効率化、ｺｽﾄ削減
①ｸﾞﾙｰﾌﾟ間の更なる組織・ｼｽﾃﾑ・事務の共通化
②業務の更なる効率化、本部集中化
③物件費の削減

（７）与信ｺｽﾄの更なる削減
①案件審査の強化（入口） …倒産要因分析の活用、各種情報の活用等
②中間管理の徹底（中間） …与信方針・与信限度の厳格運用、事業性評価、深耕表の

活用、経営改善支援等
③不良債権の極小化（出口） …事業再生支援、事業譲渡・M&A支援等

実施項目・実施施策
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基本戦略２ グループシナジーの実現による営業基盤の拡大

（１）大阪戦略
①大正銀行との連携・協調による不動産融資・住宅ﾛｰﾝ等の取組み
②大阪ﾄﾓﾆ市場の設置・活用や商談会等によるﾋﾞｼﾞﾈｽﾏｯﾁﾝｸﾞ
③大正銀行との人事交流等による人材育成・ﾉｳﾊｳの共有・活用
④ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞに基づく既存店舗増員による営業力強化、開拓活動先の選定
⑤地元出身者等の人縁・地縁情報を活用した新規開拓活動
⑥新規開拓と既存深耕の担当分離、新規開拓専担者の増員
⑦経営者等の個人取引を含めた複合取引の推進

（２）東京戦略
①ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞに基づく既存店舗増員、新店舗設置による営業力強化、開拓活動先の選定
②地元出身者等の人縁・地縁情報を活用した新規開拓活動

（３）営業地域の特性に応じた営業戦略（大阪地区・東京地区以外）
①地域の産業特性、経済動向等に応じた活動、営業体制の効率化
②大阪地区・東京地区のｸﾞﾙｰﾌﾟ情報等の還元・活用による、地域企業のﾋﾞｼﾞﾈｽﾏｯﾁﾝｸﾞ

実施項目・実施施策
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基本戦略３ 法人取引基盤の拡大

（１）創業・第二創業・事業転換等、当行からの具体的提案による経営支援活動の実践
①創業・第二創業・事業転換等にかかる情報提供・ｻﾎﾟｰﾄの態勢強化
②ｸﾗｳﾄﾞﾌｧﾝﾃﾞｨﾝｸﾞへの取組、創業ﾌｧﾝﾄﾞ創設等による創業支援の取組強化
③事業性評価に係る体制の構築による経営支援活動の強化
④担保・保証に依存しない融資 の実践

（２）成長分野（医療・介護、農林漁業、環境・ｴﾈﾙｷﾞｰ、観光等）での積極的取組み
①地公体、教育機関、専門機関、民間企業等との連携強化
②本部専担者のﾚﾍﾞﾙ向上によるﾘﾚｰｼｮﾝ営業の強化

（３）外部機関、ｸﾞﾙｰﾌﾟﾈｯﾄﾜｰｸ等を活用した経営支援活動の実践
①ﾋﾞｼﾞﾈｽﾏｯﾁﾝｸﾞｾﾝﾀｰ設置（県外と徳島のﾏｯﾁﾝｸﾞによる地域企業の経営支援）
②外部機関、ﾄﾓﾆｸﾞﾙｰﾌﾟと連携した商談会・ｾﾐﾅｰ等の実施

（４）「とくぎん地方創生考動プラン」の取組み
①お客さまのﾗｲﾌｽﾃｰｼﾞに応じたｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ機能の発揮
②地域産業・企業の成長に向けた取組み
③産官学金労言等との連携による、地域活性化への取組み
④安心・安全で暮らしやすい地域づくりへの取組み

（５）ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ・ｿﾘｭｰｼｮﾝ営業の実践
①海外展開、事業再生、事業承継等の支援強化
②外部機関等と連携した行内研修、お客さま向けｾﾐﾅｰ等の実施

実施項目・実施施策
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基本戦略４ 個人取引基盤の拡大

（１）若年者層取引の拡大
①トクべ～倶楽部等のｻｰﾋﾞｽ拡充による０歳からの若年層の取引拡大
②トクべ～倶楽部の会員情報を活用したﾘﾃｰﾙ戦略の展開
③ATM、個人IB、ｽﾏｰﾄﾌｫﾝ等を活用した商品、営業・情報ﾁｬﾈﾙの拡充

（２）富裕層・高齢者層取引の拡大
①ﾌﾟﾗｲﾍﾞｰﾄﾊﾞﾝｷﾝｸﾞ室の機能強化によるｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ営業の高度化
②営業ﾃﾗｰ（ｲﾝｽﾄｱﾌﾞﾗﾝﾁ含む）による店頭営業の更なる活性化
③相続ｾﾝﾀｰ等と連携した相続時の営業活動
④ﾉｰﾛｰﾄﾞ、単位型投信等、中長期保有に適した商品・ﾌｧﾝﾄﾞの導入
⑤NISA・ｼﾞｭﾆｱNISAの推進による顧客基盤の拡大

（３） 中間層（マス層・勤労者層）取引の拡大
①法人（預金・貸出）・個人（経営者・従業員）一体での取引深耕活動の徹底
② IT等を活用した、顧客利便性、業務効率性の高いﾁｬﾈﾙ、体制の検討、実施

（４）個人ﾛｰﾝの商品・ﾁｬﾈﾙの拡充
①ﾈｯﾄ完結型ﾛｰﾝ等、非対面ﾁｬﾈﾙによる消費者ﾛｰﾝの商品拡充
②効率的・効果的な推進戦略（ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ、ｽﾏｰﾄﾌｫﾝ、本部ﾃﾚﾏ、DM等）
③ﾛｰﾝｾﾝﾀｰ、ｲﾝｽﾄｱﾌﾞﾗﾝﾁの機能・活動の強化による住宅ﾛｰﾝ推進

実施項目・実施施策
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基本戦略５ お客さまの期待を超えるサービスの提供

（１）FinTech等との競争、共存、活用についての検討及び対応
①FinTech活用による新たな金融ｻｰﾋﾞｽ及び影響等についての検討
②ｵﾑﾆﾁｬﾈﾙ化（全ての商品・ｻｰﾋﾞｽを全てのﾁｬﾈﾙで）の検討、実施
③ゆうちょ銀行、他業態との連携についての検討

（２）有人店舗における利便性・満足度の高いｻｰﾋﾞｽの提供
①AI・IT等を活用した窓口のｼｽﾃﾑ・ｻｰﾋﾞｽの開発・導入の検討、実施
②ｲﾝｽﾄｱﾌﾞﾗﾝﾁの機能強化と顧客ｻｰﾋﾞｽの向上
③利便性向上、 IT化等今後の業務体制も踏まえた店舗のあり方の検討、実施
④お客さまの来店を促す、ｲﾍﾞﾝﾄ、ｻｰﾋﾞｽの展開

（３）お客さまが感動するｻｰﾋﾞｽの提供
①お客さまの期待・ﾆｰｽﾞを正しく理解した、説明・接遇の徹底
②全店均一の高いﾚﾍﾞﾙでのお客さま対応（CSの偏差改善）
③「あたりまえ運動」（凡事徹底）によるお客さま満足度向上

（４）お客さまとの確固たる信頼関係の構築
①主要なお客さまについて、経営・本部・営業店一体で情報共有、接点強化
②事業特性、ｿﾌﾄ情報、当行との取引の歴史等を正しく理解した対応の徹底
③法人取引、経営者取引、従業員取引の一体管理と取引深耕

実施項目・実施施策
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基本戦略６ 経営管理態勢等の高度化・強化

（１）経営管理（ｶﾞﾊﾞﾅﾝｽ）態勢の高度化・強化
①ﾄﾓﾆＨＤと連携した態勢強化、ｽﾘﾑ化
②監査等委員（監査等委員会）による監査・監督機能の強化、経営管理態勢の充実
③諸会議の円滑な運営と議論の活性化
④当行のあるべき姿、方向性を踏まえての経営計画のＰＤＣＡ実行

（２）ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ態勢の高度化・強化
①不祥事件再発防止態勢の徹底、法令等への対応強化
②ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ等、顧客情報管理の対応徹底
③反社会的勢力への対応強化

（３）ﾘｽｸ管理態勢の高度化・強化
①統合的ﾘｽｸ管理態勢の高度化
②大阪戦略等の融資拡大に対する信用ﾘｽｸ管理態勢の高度化
③運用収益拡大と最適なﾎﾟｰﾄ構築に向けた市場ﾘｽｸ管理
④流動性ﾘｽｸ管理の高度化
⑤ｵﾍﾟﾘｽｸ管理態勢の高度化
⑥ｼｽﾃﾑﾘｽｸ・ｻｲﾊﾞｰｾｷｭﾘﾃｨ管理態勢の強化

（４）危機管理態勢の高度化・強化
①ＢＣＰ訓練実施による対応力強化
②ﾄﾓﾆｸﾞﾙｰﾌﾟ、地公体等との連携の強化
③災害発生に備えた設備等の充実・活用

実施項目・実施施策
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基本戦略７ 組織の強化・活性化にむけた人事戦略

（１） 「出る杭を探し育てる」育成プランの策定、人事制度見直しによる早期育成と適正配置
①集合研修・OJT・自己啓発のﾘﾝｸによる研修の実効性向上、配置への活用
②今後求められる職務、遂行能力に則した、職務基準書、人事考課規程等の改正

（２）当行の将来を担う経営幹部・管理職の育成
①ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ、ﾘｰﾀﾞｰｼｯﾌﾟ、実践力の向上への取組
②業績、内部管理、ＣＳ等の店舗間・職員間の偏差是正、全体の底上げ

（３）積極的な採用・育成による若手職員の早期育成
①将来的な営業地域も考慮した採用地域・採用人数の計画と実施
②渉外の新規開拓、経営支援、既存深耕のﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟに向けた研修ｶﾘｷｭﾗﾑ

（４）女性職員の能力向上、活躍にむけた支援
①ﾀﾞｲﾊﾞｰｼﾃｨの推進、女性のｷｬﾘｱ支援

（５）地域やお客さまの多様なﾆｰｽﾞに対応できる専門分野の人材育成
①専門分野における積極的な中途採用・育成
②外部出向による実務ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ

（６）ﾄﾓﾆｸﾞﾙｰﾌﾟとの共同研修、人事交流の実施
（７）活力溢れる職場環境の構築

①従業員満足度（ES）向上への取組み
② 「お客さまの満足」・「自己実現」・「当行の成長」の好循環の確立

実施項目・実施施策
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目標とする経営指標

4,030億円1,385億円2,385億円7,800億円成長性
(5) 大阪地区貸出金残高

（３行単体合算）

4,030億円1兆1,845億円1兆125億円2兆6,000億円成長性
(4) 貸出金残高

（３行単体合算）

10.0％健全性
(3) 自己資本比率

（連結）

5.0％効率性
(2) ＲＯＥ

（連結）

82億円収益性
(1) 親会社株主に帰属する当期純利益

（連結）

大正銀行香川銀行徳島銀行トモニＨＤ
目標とする経営指標
（平成３１年３月期）

（注）ＲＯＥ＝親会社株主に帰属する当期純利益／（（期首株主資本＋期末株主資本）×1/2）×100


